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当連結会計年度の業績
当連結会計年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで）
当連結会計年度のわが国経済は、米国の関税政策による影響が懸念される中、緩やかな持ち直しの動きが続きました。家計部門では、

３年連続で５％台の高水準の賃上げが実現したことに加え、物価上昇率の鈍化により実質賃金が下げ止まりの兆しを見せ、個人消費は
底堅く推移しました。企業部門においては、人手不足の深刻化を背景に省力化・デジタル化投資への意欲が高く、設備投資は緩やかに
増加しました。また、インバウンド消費が好調を維持し、景気を下支えしました。一方、中東情勢の緊迫化がエネルギー価格や供給網
に与える影響については、今後の動向に注視が必要です。
金融市場では、日本銀行が政策金利の段階的な引き上げを継続し、金融政策の正常化が一層進みました。こうした動きを受けて、長

期金利は緩やかな上昇基調が続きました。
地元香川県においては、物価上昇の影響が和らぐ中、百貨店・スーパーの売上堅調などを背景に個人消費が底堅く推移したほか、香

川県立アリーナのオープンや瀬戸内国際芸術祭開催の効果により観光関連消費も回復傾向を維持し、景気が緩やかに持ち直しました。
企業の生産活動は、関税の影響により輸送機械の一部に慎重な動きが見られたものの、食料品が横ばいで推移し、化学が持ち直しつつ
あるなど、全体としては回復基調が続きました。
○総預金・預り資産……当連結会計年度末の総預金残高は、個人及び公共預金が減少しましたが、法人預金が増加したことにより、前
連結会計年度末比1,644億円増加して４兆8,595億円となりました。
また、当連結会計年度末の預り資産残高は、投資信託、一時払保険及び金融商品仲介がいずれも増加したことにより、前連結会計

年度末比588億円増加して4,358億円となりました。
○貸出金……当連結会計年度末の貸出金残高は、公共向け貸出金が減少しましたが、法人向け及び個人向け貸出金が増加したことによ
り、前連結会計年度末比1,820億円増加して３兆6,887億円となりました。

○有価証券……当連結会計年度末の有価証券残高は、株式が増加しましたが、債券及びその他の証券が減少したことにより、前連結会
計年度末比1,347億円減少して１兆551億円となりました。

○損益
〈経常収益〉

当連結会計年度の経常収益は、貸出金利息及び有価証券利息配当金の増加による資金運用収益の増加や、株式等売却益の増加によ
るその他経常収益の増加などにより、前連結会計年度比185億49百万円増加して1,085億56百万円となりました。

〈連結粗利益〉
当連結会計年度の連結粗利益は、その他業務利益が減少しましたが、資金利益及び役務取引等利益の増加などにより、前連結会計

年度比98億48百万円増加して577億56百万円となりました。
〈経常利益・親会社株主に帰属する当期純利益〉

当連結会計年度の経常利益は、連結粗利益の増加及び株式関係損益の増加などにより、前連結会計年度比92億25百万円増加して
291億35百万円となりました。また、親会社株主に帰属する当期純利益は、前連結会計年度比51億57百万円増加して188億57百万
円となりました。

業績の推移（財務ハイライト）
連結ベース （単位：百万円）

項 目 2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期 2026年3月期
連結経常収益 73,092 84,888 82,146 90,007 108,556
連結経常利益 15,187 13,295 14,557 19,910 29,135
親会社株主に帰属する当期純利益 11,702 9,172 9,642 13,700 18,857
連結包括利益 △ 5,504 △ 70 50,978 2,823 62,697
連結純資産額 284,336 281,098 329,186 328,273 384,426
連結総資産額 5,747,266 5,809,359 5,840,650 5,753,583 5,845,803
１株当たり純資産額（注）1. 2,409円99銭 2,429円83銭 2,881円76銭 2,887円58銭 3,399円29銭
１株当たり当期純利益（注）1. 99円20銭 78円89銭 84円05銭 120円30銭 166円07銭
潜在株式調整後１株当たり当期純利益（注）1. 99円18銭 78円87銭 84円03銭 120円29銭 166円06銭
連結自己資本利益率 4.06％ 3.24％ 3.16％ 4.16％ 5.29％
連結株価収益率 4.18倍 5.82倍 8.85倍 7.22倍 12.57倍
従業員数（注）2. 2,235人 2,179人 2,147人 2,125人 2,107人
連結自己資本比率（注）3. 9.34％ 9.10％ 9.12％ 9.33％ 10.41％

（注）1.１株当たり純資産額は期末株式数により、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益は期中平均株式数により算出しております。当行は2026年４月
１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行い、当該株式分割が2022年３月期の期首に行われたものと仮定して算定しております。

2.従業員数は就業人員であります。また、嘱託及び臨時従業員数は含まれておりません。
3.連結自己資本比率は、銀行法第14条の２の規定に基づく2006年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しております。当行は国内基準を適用しており、バーゼ
ルⅢ基準にて自己資本比率を算出しております。なお、2026年３月期より信用リスク・アセットの算出方法を標準的手法から基礎的内部格付手法に変更しております。ま
た、オペレーショナル・リスク相当額の算出においては、2024年３月期以前については粗利益配分手法を、2025年３月期からは標準的計測手法を採用しております。
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連結貸借対照表（資産の部） （単位：百万円）

区 分 前連結会計年度（2025年3月31日） 当連結会計年度（2026年3月31日）
現金預け金 861,929 919,077
コールローン及び買入手形 1,644 3,757
買入金銭債権 25,488 12,947
有価証券 ※1.2.4.9. 1,189,932 1,055,179
貸出金 ※2.3.4.5. 3,506,645 3,688,724
外国為替 ※2. 4,373 4,553
リース債権及びリース投資資産 20,665 24,811
その他資産 ※2.4. 64,452 36,791
有形固定資産 ※6.7.8. 37,520 37,733
建物 8,921 9,131
土地 24,860 24,491
建設仮勘定 272 801
その他の有形固定資産 3,465 3,309

無形固定資産 5,407 6,326
ソフトウエア 3,577 3,716
その他の無形固定資産 1,829 2,609

退職給付に係る資産 35,377 57,893
繰延税金資産 732 796
支払承諾見返 ※2. 17,702 19,699
貸倒引当金 △ 18,289 △ 22,488

資産の部合計 5,753,583 5,845,803

（負債及び純資産の部） （単位：百万円）

区 分 前連結会計年度（2025年3月31日） 当連結会計年度（2026年3月31日）
預金 ※4. 4,572,471 4,744,569
譲渡性預金 122,569 114,952
コールマネー及び売渡手形 8,286 4,114
借用金 ※4. 613,505 469,761
外国為替 181 142
その他負債 66,679 64,074
役員賞与引当金 70 84
退職給付に係る負債 275 272
役員退職慰労引当金 34 48
睡眠預金払戻損失引当金 174 148
偶発損失引当金 156 163
株式報酬引当金 216 201
繰延税金負債 17,865 38,144
再評価に係る繰延税金負債 ※6. 5,118 4,999
支払承諾 17,702 19,699

負債の部合計 5,425,309 5,461,377
資本金 37,322 37,322
資本剰余金 30,486 30,486
利益剰余金 204,899 218,507
自己株式 △ 565 △ 1,603
株主資本合計 272,143 284,713
その他有価証券評価差額金 35,766 65,989
繰延ヘッジ損益 △ 16 △ 77
土地再評価差額金 ※6. 7,593 7,336
退職給付に係る調整累計額 12,778 26,456
その他の包括利益累計額合計 56,121 99,704
新株予約権 8 8

純資産の部合計 328,273 384,426
負債及び純資産の部合計 5,753,583 5,845,803
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連結損益計算書 （単位：百万円）

区 分 前連結会計年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで） 当連結会計年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで）
経常収益 90,007 108,556
資金運用収益 56,019 68,090
貸出金利息 41,015 46,075
有価証券利息配当金 12,186 15,915
コールローン利息及び買入手形利息 141 153
預け金利息 2,393 4,793
その他の受入利息 282 1,152

信託報酬 1 1
役務取引等収益 12,684 13,847
その他業務収益 5,503 5,851
その他経常収益 15,798 20,765
償却債権取立益 496 631
その他の経常収益 ※1. 15,302 20,134

経常費用 70,096 79,420
資金調達費用 14,233 17,080
預金利息 6,554 11,936
譲渡性預金利息 107 802
コールマネー利息及び売渡手形利息 446 71
債券貸借取引支払利息 100 256
借用金利息 1,233 1,004
その他の支払利息 5,791 3,008

役務取引等費用 3,732 3,642
その他業務費用 8,333 9,311
営業経費 ※2. 33,337 35,477
その他経常費用 10,458 13,908
貸倒引当金繰入額 2,045 6,232
その他の経常費用 ※3. 8,413 7,676

経常利益 19,910 29,135
特別利益 91 69
固定資産処分益 21 69
国庫補助金受贈益 69 ―

特別損失 464 474
固定資産処分損 136 187
減損損失 ※4. 259 286
固定資産圧縮損 69 ―

税金等調整前当期純利益 19,537 28,731
法人税、住民税及び事業税 5,700 9,752
法人税等調整額 136 120
法人税等合計 5,836 9,873
当期純利益 13,700 18,857
親会社株主に帰属する当期純利益 13,700 18,857

連結包括利益計算書 （単位：百万円）

区 分 前連結会計年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで） 当連結会計年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで）
当期純利益 13,700 18,857
その他の包括利益 ※1. △ 10,876 43,839
その他有価証券評価差額金 △ 14,008 30,222
繰延ヘッジ損益 △ 5 △ 61
土地再評価差額金 △ 147 ―
退職給付に係る調整額 3,283 13,678

包括利益 2,823 62,697
（内訳）
親会社株主に係る包括利益 2,823 62,697
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連結株主資本等変動計算書
前連結会計年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 37,322 30,486 194,802 △ 569 262,041

当期変動額

剰余金の配当 △ 3,289 △ 3,289
親会社株主に帰属
する当期純利益 13,700 13,700

自己株式の取得 △ 504 △ 504

自己株式の処分 3 66 70

自己株式の消却 △ 441 441 ―

利益剰余金から
資本剰余金への振替 438 △ 438 ―

土地再評価
差額金の取崩 124 124

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― 10,097 4 10,101

当期末残高 37,322 30,486 204,899 △ 565 272,143

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ損益

土地再評価
差額金

退職給付
に係る

調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 49,774 △ 11 7,865 9,494 67,123 21 329,186

当期変動額

剰余金の配当 △ 3,289
親会社株主に帰属
する当期純利益 13,700

自己株式の取得 △ 504

自己株式の処分 70

自己株式の消却 ―

利益剰余金から
資本剰余金への振替 ―

土地再評価
差額金の取崩 124

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） △ 14,008 △ 5 △ 271 3,283 △ 11,001 △ 12 △ 11,014

当期変動額合計 △ 14,008 △ 5 △ 271 3,283 △ 11,001 △ 12 △ 912

当期末残高 35,766 △ 16 7,593 12,778 56,121 8 328,273
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当連結会計年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで）
（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 37,322 30,486 204,899 △ 565 272,143

当期変動額

剰余金の配当 △ 5,506 △ 5,506
親会社株主に帰属
する当期純利益 18,857 18,857

自己株式の取得 △ 1,110 △ 1,110

自己株式の処分 72 72

自己株式の消却 ―

利益剰余金から
資本剰余金への振替 ―

土地再評価
差額金の取崩 257 257

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― 13,608 △ 1,038 12,569

当期末残高 37,322 30,486 218,507 △ 1,603 284,713

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ損益

土地再評価
差額金

退職給付
に係る

調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 35,766 △ 16 7,593 12,778 56,121 8 328,273

当期変動額

剰余金の配当 △ 5,506
親会社株主に帰属
する当期純利益 18,857

自己株式の取得 △ 1,110

自己株式の処分 72

自己株式の消却 ―

利益剰余金から
資本剰余金への振替 ―

土地再評価
差額金の取崩 257

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 30,222 △ 61 △ 257 13,678 43,582 ― 43,582

当期変動額合計 30,222 △ 61 △ 257 13,678 43,582 ― 56,152

当期末残高 65,989 △ 77 7,336 26,456 99,704 8 384,426
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連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

区 分 前連結会計年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで） 当連結会計年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで）
営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 19,537 28,731
減価償却費 2,936 3,185
減損損失 259 286
貸倒引当金の増減（△） 991 4,198
役員賞与引当金の増減額（△は減少） 11 14
退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △ 3,211 △ 2,605
退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 5 △ 3
役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △ 7 14
睡眠預金払戻損失引当金の増減（△） 56 △ 25
偶発損失引当金の増減額（△は減少） 35 6
株式報酬引当金の増減額（△は減少） △ 0 △ 14
資金運用収益 △ 56,019 △ 68,090
資金調達費用 14,233 17,080
有価証券関係損益（△） 702 △ 2,396
為替差損益（△は益） △ 237 △ 11,365
固定資産処分損益（△は益） △ 133 △ 137
貸出金の純増（△）減 △ 78,282 △ 182,079
預金の純増減（△） △ 104,485 172,097
譲渡性預金の純増減（△） 49,890 △ 7,616
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） △ 1,704 △ 143,744
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △ 9,946 △ 12,928
コールローン等の純増（△）減 19,355 10,428
コールマネー等の純増減（△） △ 7,386 △ 4,171
外国為替（資産）の純増（△）減 420 △ 179
外国為替（負債）の純増減（△） 0 △ 39
リース債権及びリース投資資産の純増（△）減 △ 2,645 △ 4,146
資金運用による収入 56,366 67,554
資金調達による支出 △ 14,236 △ 15,589
その他 △ 12,100 18,594

小 計 △ 125,596 △ 132,941
法人税等の支払額 △ 5,104 △ 7,125
営業活動によるキャッシュ・フロー △ 130,700 △ 140,067
投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ 299,297 △ 82,407
有価証券の売却による収入 116,573 140,614
有価証券の償還による収入 92,544 137,151
有形固定資産の取得による支出 △ 2,153 △ 2,497
無形固定資産の取得による支出 △ 2,005 △ 2,431
有形固定資産の売却による収入 228 421
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 94,110 190,850
財務活動によるキャッシュ・フロー
自己株式の取得による支出 △ 504 △ 1,110
自己株式の売却による収入 29 44
配当金の支払額 △ 3,289 △ 5,506
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 3,764 △ 6,572
現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 2 8
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △ 228,578 44,218
現金及び現金同等物の期首残高 1,046,479 817,900
現金及び現金同等物の期末残高 ※1. 817,900 862,119
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注記事項 当連結会計年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）
1.連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社 8社

会社名
日本橋不動産株式会社
百十四ビジネスサービス株式会社
株式会社百十四人材センター
株式会社百十四システムサービス
株式会社百十四ジェーシービーカード
株式会社百十四ディーシーカード
百十四総合保証株式会社
百十四リース株式会社

（2）非連結子会社 ５社
会社名
HYAKUJUSHI BUSINESS CONSULTING VIETNAM COMPANY LIMITED
百十四共創投資株式会社
114事業承継・成長支援ファンド投資事業有限責任組合
114地域みらいデザイン株式会社
114GENNAIイノベーションファンド投資事業有限責任組合
非連結子会社は、その資産、経常収益、当期純損益（持

分に見合う額）、利益剰余金（持分に見合う額）及びその
他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、連結
の範囲から除いても企業集団の財政状態及び経営成績に関
する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、
連結の範囲から除外しております。

（非連結子会社の設立）
2025年４月１日付で、114地域みらいデザイン株式会

社を設立いたしました。
2025年10月１日付で、114GENNAIイノベーションフ

ァンド投資事業有限責任組合を設立いたしました。

2.持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用の非連結子会社

該当ありません。
（2）持分法適用の関連会社

該当ありません。
（3）持分法非適用の非連結子会社 ５社

会社名
HYAKUJUSHI BUSINESS CONSULTING VIETNAM COMPANY LIMITED
百十四共創投資株式会社
114事業承継・成長支援ファンド投資事業有限責任組合
114地域みらいデザイン株式会社
114GENNAIイノベーションファンド投資事業有限責任組合

（4）持分法非適用の関連会社 ２社
会社名
四国アライアンスキャピタル株式会社
Shikokuブランド株式会社
持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、当期純損

益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分に見合う額）及
びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみ
て、持分法の対象から除いても連結財務諸表に重要な影響
を与えないため、持分法の対象から除いております。

3.連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

4.会計方針に関する事項
（1）商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法
により算定）により行っております。

（2）有価証券の評価基準及び評価方法
有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動

平均法による償却原価法(定額法)、持分法非適用の非連結
子会社株式及び持分法非適用の関連会社株式については移
動平均法による原価法、その他有価証券については時価法
(売却原価は移動平均法により算定)、ただし市場価格のな
い株式等については移動平均法による原価法により行って
おります。

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資
産直入法により処理しております。

（3）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っておりま

す。
（4）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）
当行の有形固定資産は、定率法（ただし、2016年４月

１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定
額法）を採用しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物：10年〜50年
その他： ５年〜15年

連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用
年数に基づき、主として定率法により償却しております。
② 無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産は、定額法により償却しております。な

お、自社利用のソフトウエアについては、当行及び連結子
会社で定める利用可能期間（主として５年）に基づいて償
却しております。
③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固

定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数とし残
存価額を零とする定額法により償却しております。

（5）貸倒引当金の計上基準
当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に

則り、次のとおり計上しております。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している

債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権及びそれと
同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）
に係る債権については、以下のなお書きに記載されている
直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上してお
ります。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営
破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破
綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、
担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控
除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断
し必要と認める額を計上しております。
上記以外の債権については、主として今後１年間の予想

損失額又は今後３年間の予想損失額を見込んで計上してお
り、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎と
した貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき
損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算
定しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業部

店及び審査所管部署が資産査定を実施し、当該部署から独
立した資産監査部署が査定結果を監査しております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権

等については、債権額から担保の評価額及び保証による回
収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額
として債権額から直接減額しており、その金額は9,845
百万円であります。
連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の

貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権
等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額をそれぞれ計上しております。

（6）役員賞与引当金の計上基準
役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるた

め、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年
度に帰属する額を計上しております。

（7）役員退職慰労引当金の計上基準
役員退職慰労引当金は、連結子会社において、役員への

退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労
金の支給見積額のうち、当連結会計年度末までに発生して
いると認められる額を計上しております。
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（8）睡眠預金払戻損失引当金の計上基準
睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金に

ついて、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻
請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上
しております。

（9）偶発損失引当金の計上基準
偶発損失引当金は、他の引当金で引当対象とした事象以

外の偶発事象に対し、将来発生する可能性のある損失を見
積り必要と認める額を計上しております。

（10）株式報酬引当金の計上基準
株式報酬引当金は、役員報酬ＢＩＰ信託による当行株式

の交付に備えるため、株式交付規定に基づき、役員に割り
当てられたポイントに応じた株式の給付見込額を計上して
おります。

（11）退職給付に係る会計処理の方法
退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結

会計年度末までの期間に帰属させる方法については給付算
定式基準によっております。また、過去勤務費用及び数理
計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。
過去勤務費用：各発生時に全額損益処理
数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の
平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額
法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度
から損益処理
なお、連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付

費用の計算に、退職給付に係る当連結会計年度末の自己都
合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適
用しております。

（12）重要な収益及び費用の計上基準
① ファイナンス・リース取引に係る収益及び費用の計上
基準
リース料の受取時に「その他経常収益」及び「その他経

常費用」を計上する方法によっております。
② 顧客との契約から生じる収益の計上基準
顧客との契約から生じる収益は、預金・貸出業務、為替

業務及び証券関連業務等の金融サービスに係る役務提供に
より計上される収益であり、当該役務提供により約束した
財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又
はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認
識しております。

（13）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
当行の外貨建資産・負債は、主として連結決算日の為替

相場による円換算額を付しております。なお、その他有価
証券（債券）の換算差額については、為替による影響も含
めてその他有価証券評価差額金として処理しております。

（14）重要なヘッジ会計の方法
為替変動リスク・ヘッジ
当行の外貨建金融資産から生じる為替変動リスクに対す

るヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の
会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認
会計士協会業種別委員会実務指針第25号 2020年10月８
日。以下「業種別委員会実務指針第25号」という。）に規
定する繰延ヘッジによっております。
ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権等

の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引
及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象で
ある外貨建金銭債権等（外国証券及び外貨貸出）に見合う
ヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認
することによりヘッジの有効性を評価しております。

（15）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、

連結貸借対照表上の「現金預け金」のうち現金及び日本銀
行への預け金であります。

（16）その他採用した重要な会計方針
投資信託（除くＥＴＦ）の解約・償還に伴う差損益につ

いて、投資信託全体で益の場合は「有価証券利息配当金」
に計上し、損の場合は「その他業務費用」の「国債等債券
償還損」に計上しております。
当連結会計年度は、「有価証券利息配当金」に投資信託

の解約・償還益4,561百万円を計上しております。

（重要な会計上の見積り）
（貸倒引当金）
（1）当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

貸倒引当金 22,488百万円
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関す

る情報
① 算出方法
貸出金等の回収可能性は、主として国内外の景気動向、

地元香川県を中心に広域店舗網が存在する地域で事業を営
む債務者の経営状況及び担保不動産の下落等により変動し
ます。そのため、債務者区分ごとに将来の貸倒れによる予
想損失額を算出し、貸倒引当金として計上しております。
貸倒引当金の算出方法は、「注記事項（連結財務諸表作

成のための基本となる重要な事項）４.会計方針に関する事
項（5）貸倒引当金の計上基準」に記載しております。
② 主要な仮定
貸倒引当金の算出における主要な仮定は、「債務者区分

の判定における債務者ごとの将来の業績見通し」でありま
す。
「債務者区分の判定における債務者ごとの将来の業績見
通し」は、物価高・資源高の影響や地域経済の状況の変化
等を踏まえ、債務者の財務内容、返済能力等を評価してお
ります。また、これに加え、債務者ごとの経営改善計画等
の進捗状況等に基づく債務返済能力を個別に評価しており
ます。
③ 翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響
上記「②主要な仮定」は債務者を取り巻く経営環境の変

化や事業戦略の成否等によって影響を受けることになるた
め不確実性を伴います。したがって、当初の見積りに用い
た仮定の変化により、想定していなかった大口債務者の業
況悪化等が生じた場合は、翌連結会計年度に係る連結財務
諸表における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があ
ります。

（未適用の会計基準等）
（リースに関する会計基準等）
・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号 2024
年９月13日）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適
用指針第33号 2024年９月13日）ほか、関連する企業
会計基準、企業会計基準適用指針、実務対応報告及び移
管指針の改正

（1）概要
国際的な会計基準と同様に、借手のすべてのリースにつ

いて資産・負債を計上する等の取扱いを定めるものであり
ます。

（2）適用予定日
2028年３月期の期首より適用予定であります。
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（3）当該会計基準等の適用による影響
「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸
表に与える影響額については、現時点で評価中でありま
す。

（追加情報）
（役員報酬ＢＩＰ信託）
当行は、当行の取締役（監査等委員である取締役、社外取

締役及び国内非居住者を除く。以下「当行取締役」という。）
を対象とした、役員報酬ＢＩＰ信託を導入しております。
１．取引の概要

役員報酬ＢＩＰ信託は、中長期的な業績向上と企業価
値増大への貢献意欲を高めることを目的とした役員イン
センティブ・プランであり、役位や業績目標の達成度等
に応じたポイントが当行取締役に付与され、そのポイン
トに応じた当行株式及び当行株式の換価処分金相当額の
金銭が当行取締役の退任時に交付又は給付される株式報
酬型の役員報酬であります。

２．信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する会計
処理
当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に

信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上
の取扱い」（実務対応報告第30号 2015年３月26日）に
準じております。

３．信託が保有する自社の株式に関する事項
（1）信託における帳簿価額は、当連結会計年度末220百

万円であります。
（2）信託が保有する自社の株式は株主資本において自己

株式として計上しております。
（3）期末株式数は、当連結会計年度末334千株でありま

す。
期中平均株式数は、当連結会計年度367千株であり

ます。
（4）上記（3）の期末株式数及び期中平均株式数は、１

株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めてお
ります。

（5）2026年４月１日付で普通株式１株につき４株の割
合で株式分割を行っております。
上記（3）の株式数については、当該株式分割を考
慮した株式数を記載しております。

（連結貸借対照表関係）
※1. 非連結子会社及び関連会社の株式又は出資金の総額

株 式 236百万円
出資金 1,041百万円

※2. 銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法
律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債権は、
連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還
及び利息の支払の全部又は一部について保証しているもの
であって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取
引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為
替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾
見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価
証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借
又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。
破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 4,801百万円
危険債権額 31,842百万円
要管理債権額 13,908百万円
三月以上延滞債権額 266百万円
貸出条件緩和債権額 13,641百万円

小計額 50,552百万円
正常債権額 3,675,695百万円
合計額 3,726,248百万円

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開
始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により
経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準
ずる債権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていな

いが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権
の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債
権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないも
のであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払

日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権
及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないもの
であります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図

ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本
の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決め
を行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、
危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであり
ます。
正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問

題がないものとして、破産更生債権及びこれらに準ずる債
権、危険債権、三月以上延滞債権並びに貸出条件緩和債権
以外のものに区分される債権であります。
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額でありま

す。
※3. 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関

する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種
別委員会実務指針第24号 2022年３月17日）に基づき金
融取引として処理しております。これにより受け入れた商
業手形及び買入外国為替等は、売却又は(再)担保という方法
で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金
額は次のとおりであります。

6,631百万円
※4. 担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産
有価証券 401,000百万円
貸出金 98,024百万円
その他資産（現金） 536百万円
計 499,561百万円

担保資産に対応する債務
預金 25,789百万円
借用金 445,313百万円

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引
証拠金等の代用として、次のものを差し入れております。
有価証券 39,516百万円
また、その他資産には、以下のものが含まれております。
金融商品等差入担保金 3,096百万円
保証金及び敷金 1,042百万円

※5. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契
約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約
上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額
まで資金を貸付けることを約する契約であります。これら
の契約に係る融資未実行残高は次のとおりであります。
融資未実行残高 1,008,821百万円
うち原契約期間が１年以内のもの
（又は任意の時期に無条件で取消可
能なもの）

946,418百万円
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なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了す
るものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当
行及び連結子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与
えるものではありません。これらの契約の多くには、金融
情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるとき
は、当行及び連結子会社が実行申し込みを受けた融資の拒
絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付
けられております。また、契約時において必要に応じて不
動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的
に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等
を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置
等を講じております。

※6. 土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律
第34号）に基づき、当行の事業用の土地の再評価を行い、
評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を
「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、こ
れを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の
部に計上しております。
再評価を行った年月日 1999年３月31日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日

公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税法
（1991年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税
価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国
税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に基
づいて、奥行価格補正等の合理的な調整を行って算出。
同法律第10条に定める再評価を行った事業用の土地の連
結会計年度末における時価の合計額と当該事業用の土地
の再評価後の帳簿価額の合計額との差額

10,803百万円
※7. 有形固定資産の減価償却累計額

減価償却累計額 39,483百万円
※8. 有形固定資産の圧縮記帳額

圧縮記帳額 2,353百万円
（当連結会計年度の圧縮記帳額） （―百万円）

※9. 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商
品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務の額

14,380百万円

（連結損益計算書関係）
※1. その他の経常収益には、次のものを含んでおります。

株式等売却益 11,635百万円
リース料収入 7,300百万円

※2. 営業経費には、次のものを含んでおります。
給与・手当 14,837百万円
事務委託費 3,741百万円

※3. その他の経常費用には、次のものを含んでおります。
リース原価 5,893百万円
貸出金償却 1,431百万円

※4. 減損損失
以下の資産及び資産グループについては、営業キャッシ

ュ・フローの低下及び地価の下落等により投資額の回収が
見込めなくなったことに伴い、帳簿価額を回収可能価額ま
で減額し、当該減少額286百万円を減損損失として特別損
失に計上しております。
場 所 主な用途 種 類 減損損失
香川県内 営業用資産

２か所
土地
及び建物

167百万円
（うち土地 154）
（うち建物 13）
（うち動産 ―）

遊休資産
10か所

土地 0百万円
（うち土地 0）
（うち建物 ―）
（うち動産 ―）

香川県外 営業用資産
４か所

土地、建物
及び動産

118百万円
（うち土地 95）
（うち建物 22）
（うち動産 0）

遊休資産
１か所

土地 0百万円
（うち土地 0）
（うち建物 ―）
（うち動産 ―）

合 計 286百万円
（うち土地 251）
（うち建物 35）
（うち動産 0）

当行は、営業用店舗については、営業店毎（複数店がエ
リア（地域）で一体となり営業を行っている場合は当該エ
リア毎）に継続的な収支の把握を行っていることから、営
業店（又はエリア）をグルーピングの単位としております。
遊休資産及び処分予定資産については、各々単独の資産又
は資産グループとして取り扱っております。また、本店、
事務センター、研修所、社宅、厚生施設等については、複
数の資産又は資産グループの将来キャッシュ・フローの生
成に寄与する資産であるため共用資産としております。
連結子会社については、各社の営業拠点毎に資産のグル

ーピングを行い、遊休資産は各々単独の資産又は資産グル
ープとして取り扱っております。
減損損失の測定に使用した回収可能価額は、正味売却価

額と使用価値のいずれか高い方としております。正味売却
価額による場合は「不動産鑑定評価額」又は「地価税法第
16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地
の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法
により算定した価額」より処分費用見込額を控除し算出し
ております。また、使用価値による場合は将来キャッシ
ュ・フローを0.5％で割り引き算出しております。
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（連結包括利益計算書関係）
※1. その他の包括利益に係る組替調整額並びに法人税等及び

税効果額
その他有価証券評価差額金
当期発生額 50,593百万円
組替調整額 △6,601百万円
法人税等及び税効果調整前 43,992百万円
法人税等及び税効果額 △13,769百万円
その他有価証券評価差額金 30,222百万円

繰延ヘッジ損益
当期発生額 △2,182百万円
組替調整額 2,093百万円
法人税等及び税効果調整前 △89百万円
法人税等及び税効果額 27百万円
繰延ヘッジ損益 △61百万円

退職給付に係る調整額
当期発生額 21,578百万円
組替調整額 △1,668百万円
法人税等及び税効果調整前 19,909百万円
法人税等及び税効果額 △6,231百万円
退職給付に係る調整額 13,678百万円

その他の包括利益合計 43,839百万円

（連結株主資本等変動計算書関係）
1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式
数に関する事項 （単位：千株）

当連結会計年度
期 首 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 株 式 数 摘要

発行済株式
普通株式 28,630 ― ― 28,630
合 計 28,630 ― ― 28,630

自己株式
普通株式 209 176 27 358（注）1,2,3
合 計 209 176 27 358

（注）1. 当連結会計年度期首及び当連結会計年度末の自己株
式数には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する自社の株
式がそれぞれ111千株、83千株含まれております。

2. 自己株式数の増加176千株は、取締役会決議に基づ
く取得による増加174千株及び単元未満株式の買取
請求による増加１千株であります。

3. 自己株式数の減少27千株は、役員報酬ＢＩＰ信託か
ら対象者への交付によるものであります。

4. 2026年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合
で株式分割を行っておりますが、当該注記に記載し
ている事項は、株式分割前の株式数を基準としてお
ります。

2. 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分
新株

予約権の
内訳

新株予約
権の目的
となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）当連結会計
年度末残高
（百万円）

摘要当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

当行
ストック・
オプション
としての
新株予約権

──── 8

合計 ──── 8

3. 配当に関する事項
（1）当連結会計年度中の配当金支払額

（決議） 株式の
種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2025年６月27日
定時株主総会 普通株式 2,425 85.0 2025年３月31日 2025年６月30日

2025年11月７日
取締役会 普通株式 3,081 108.0 2025年９月30日 2025年12月10日

（注）2025年６月27日の定時株主総会の決議に基づく配当金
の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託に対する配当金９百万
円が含まれております。また、2025年11月７日の取締
役会の決議に基づく配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ
信託に対する配当金９百万円が含まれております。

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力
発生日が当連結会計年度の末日後となるもの

（決議） 株式の
種類

配当金の総額
（百万円） 配当の原資 １株当たり配当額（円） 基準日 効力発生日

2026年６月26日
定時株主総会 普通株式 3,572 利益剰余金 126.0 2026年３月31日 2026年６月29日

（注）1. 配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託に対する配
当金10百万円が含まれております。

2. 2026年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合
で株式分割を行っておりますが、配当基準日は2026
年３月31日であるため、株式分割前の株式数を基準
とした金額を記載しております。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
※1. 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係
現金預け金勘定 919,077百万円
定期預け金 △56,000百万円
普通預け金 △715百万円
その他 △242百万円
現金及び現金同等物 862,119百万円

（１株当たり情報）
1. １株当たり純資産額 3,399円29銭
（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであ

ります。
純資産の部の合計額 384,426百万円
純資産の部の合計額から控除する金額 8百万円
（うち新株予約権） 8百万円
普通株式に係る期末の純資産額 384,417百万円
１株当たり純資産額の算定に用いられた
期末の普通株式の数 113,087千株

2. １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期
純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。

（1）１株当たり当期純利益 166円07銭
（算定上の基礎）
親会社株主に帰属する当期純利益 18,857百万円
普通株主に帰属しない金額 ―百万円
普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 18,857百万円
普通株式の期中平均株式数 113,545千株

（2）潜在株式調整後１株当たり当期純利益 166円06銭
（算定上の基礎）
親会社株主に帰属する当期純利益調整額 ―百万円
普通株式増加数 10千株
（うち新株予約権） 10千株
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 ―
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3. 株主資本において自己株式として計上されている役員報酬
ＢＩＰ信託に残存する自社の株式は、１株当たり純資産額、
１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純
利益の算定上、控除する自己株式に含めております。
１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期

末株式数は、当連結会計年度末334千株であります。また、
１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純
利益の算定上、控除した当該株式の期中平均株式数は、当連
結会計年度367千株であります。

4. 2026年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式
分割を行っております。１株当たり純資産額、１株当たり当
期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、当連
結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定
しております。
（リース取引関係）
1. ファイナンス・リース取引
（借手側）
所有権移転外ファイナンス・リース取引

（1）リース資産の内容
①有形固定資産

該当事項はありません。
②無形固定資産

該当事項はありません。
（2）リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．
会計方針に関する事項」の「（4）固定資産の減価償却の方
法」に記載のとおりであります。

（貸手側）
（1）リース投資資産の内訳

リース料債権部分 22,008百万円
見積残存価額部分 4,103百万円
受取利息相当額 △2,722百万円
リース投資資産 23,389百万円

（2）リース債権及びリース投資資産に係るリース料債権部分の
連結会計年度末日後の回収予定額

（単位：百万円）

１年以内 １年超２年以内
２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内５年超

リース債権 296 290 275 272 206 184
リース投資資産 6,285 5,199 4,219 3,042 1,616 1,645

2. オペレーティング・リース取引
（借手側）
オペレーティング・リース取引のうち解約不能なものに係る
未経過リース料

１年以内 51百万円
１年超 152百万円
合計 203百万円

（税効果会計関係）
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
その他有価証券評価差額金 12,234百万円
貸倒引当金 8,921百万円
減価償却費 944百万円
繰延ヘッジ損失 632百万円
賞与引当金 417百万円
未払事業税 413百万円
株式等償却 371百万円
その他 2,188百万円

繰延税金資産小計 26,121百万円
評価性引当額 △8,354百万円
繰延税金資産合計 17,767百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △42,079百万円
退職給付に係る資産 △12,244百万円
繰延ヘッジ利益 △596百万円
その他 △195百万円

繰延税金負債合計 △55,115百万円
繰延税金資産の純額 △37,347百万円

2. 連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適用後
の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該
差異の原因となった主な項目別の内訳
法定実効税率 30.4％
（調整）
交際費等永久に損金に算入
されない項目 0.4％
受取配当金等永久に益金に算入
されない項目 △1.7％
住民税均等割等 0.2％
評価性引当額の増減によるもの 4.5％
その他 0.5％
税効果会計適用後の法人税等の
負担率 34.3％

（資産除去債務関係）
資産除去債務につきましては、重要性が乏しいため、注記を

省略しております。

（賃貸等不動産関係）
賃貸等不動産につきましては、重要性が乏しいため、注記を

省略しております。

（金融商品関係）
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当行グループは、銀行業務を中心に、リース業務などの金
融サービスに係わる事業を行っております。このため、保有
する金融商品のリスクに見合った収益の獲得を図りつつ、リ
スクを経営体力の範囲内に収めるため、金融商品に係るさま
ざまなリスクを可能な限り統計的な手法で計量化し、リスク
量に見合った資本（リスク資本）をリスク区分ごとに割り当
てて、リスク・リターンをモニタリングする「資本配賦制
度」を導入する「統合的リスク管理」を実践し、経営全体と
しての安定性と健全性の確保を図りつつ効率性の向上につと
めております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
当行グループが保有する主な金融資産は、貸出金と有価証

券であります。
貸出金は、主として国内の法人及び個人に対するものであ

り、信用リスク、金利リスク及び為替リスクに晒されており
ます。貸出金がある特定の企業・グループや業種に過度に集
中した場合、当行グループの自己資本を大きく毀損させる可
能性があるため、それぞれ上限額等を設定し、その遵守状況
を監視することにより、過度な集中を未然に防止する体制と
しております。
有価証券は、主に債券、株式、投資信託及び出資金を、純

投資目的及び政策保有目的で保有しております。また、一部
の債券については満期保有目的でも保有しております。これ
らは、それぞれ発行体の信用リスク、金利リスク、価格変動
リスク及び為替リスクに晒されております。なお、有価証券
には、市場流動性に乏しい私募債、非上場株式、出資金が含
まれております。
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一方、金融負債は、主に国内の法人及び個人からの預金で
あり、金利リスク、為替リスク及び流動性リスクに晒されて
おります。
デリバティブ取引については、金利関連と通貨関連のスワ

ップ取引、オプション取引、先物・先渡取引、キャップ取引
等を行っております。これらは、主に対顧客取引とそのカバ
ー目的の取引であり、それぞれ金利リスク、為替リスク、価
格変動リスク及び取引相手の信用リスクに晒されておりま
す。
なお、外貨建金融資産から生じる為替リスクに対するヘッ

ジを目的として締結している通貨スワップ取引と為替スワッ
プ取引は、「業種別委員会実務指針第25号」に規定する繰延
ヘッジを適用しております。当該ヘッジ取引については、ヘ
ッジ対象である外貨建金融資産額に見合うポジションが存在
することの確認により、ヘッジの有効性を評価しておりま
す。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理

当行グループでは、「信用リスク管理規定」及び関連文
書を定め、リスク管理委員会（リスク管理部会）におい
て、信用リスクの状況を把握するとともに管理態勢等の整
備を行っております。
また、リスク統括部を信用リスク管理部署として、内部

格付制度の設計及び検証、信用リスク量の計測、与信限度
額の設定・管理等を行っております。

②市場リスクの管理
当行グループでは、「市場リスク管理規定」及び関連文

書を定め、リスク管理委員会（リスク管理部会）におい
て、市場リスクの状況を把握するとともに管理態勢等の整
備を行っております。また、ＡＬＭ（資産負債の総合管
理）体制を整備し、収益管理委員会（予算ＡＬＭ部会）に
おいて、把握したリスクを踏まえて中長期的な収益の安定
化やリスクへの対応策の協議を行っております。
更に、市場取引実施部署（市場国際部）において、市場

取引執行（フロントオフィス）、事務管理（バックオフィ
ス）及び市場リスク管理（ミドルオフィス）をそれぞれ担
当するセクションに分離して相互牽制機能が働く体制とし
たうえで、リスク統括部が市場リスク全体を統括管理して
おります。

（ⅰ）金利リスクの管理
当行グループは、金利リスクについて、統計的手法

によりリスク量を計測し、管理しております。また、
有価証券投資やデリバティブ取引など市場で取引を行
うものに関しては、必要に応じてポジションや損益に
限度額を定めて管理しております。

（ⅱ）為替リスクの管理
当行グループは、為替リスクについて、統計的手法

によりリスク量を計測し、管理しております。また、
ポジションや損益について限度額を定め、管理してお
ります。

（ⅲ）価格変動リスクの管理
当行グループは、価格変動リスクについて、統計的

手法によりリスク量を計測し、管理しております。ま
た、トレーディング取引については、ポジションや損
益に限度額を定めて管理しております。

（ⅳ）市場リスクに係る定量的情報
（ア）トレーディング目的の金融商品

当行グループは、商品有価証券取引及び金利先物
取引等の金利リスク、並びに外国為替取引等の為替
リスクに関するＶａＲ（損失額の推計値）を、ヒス
トリカル法（保有期間10日、信頼区間99％、観測期
間1,200営業日）により計測しており、2026年３月
31日（当期の連結決算日）現在、トレーディング目
的の金融商品のＶａＲは14百万円となっておりま
す。

（イ）トレーディング目的以外の金融商品
当行グループは、貸出金、投資有価証券、預金、

銀行間取引及び金利スワップ等の金利リスク、並び
に上場株式及び投資信託の価格変動リスク等に関す
るＶａＲを、ヒストリカル法（保有期間120日、信
頼区間99％、観測期間1,200営業日）により計測し
ております。
2026年３月31日現在、トレーディング目的以外

の金融商品のＶａＲは33,228百万円となっておりま
す。

（ウ）ＶａＲについて
当行グループは、計測モデルの妥当性を検証する

ために、モデルが算出する「ＶａＲ」と仮想損益
（ＶａＲ計測時点のポートフォリオを固定した場合に
発生したと仮定される損益）を比較するバックテス
ティングを実施しております。
なお、ヒストリカル法によるＶａＲは、過去のマ

ーケットデータの変動をベースに統計的に算出した
一定の発生確率での市場リスク量を計測するもので
あり、観測期間に存在しないほどの大きな市場変動
によるリスクは捕捉することができません。これを
補完するため、ＶａＲによる管理に加えてストレス
テストを定期的に実施しております。

③流動性リスクの管理
当行グループでは、「流動性リスク管理規定」及び関連

文書を定め、流動性リスクの管理を行っております。ま
た、風評の発生や業績の悪化などのリスクイベント発生に
起因して、取付け騒ぎや資金調達の困難化、又はインター
バンク調達における著しい上乗せ金利が発生した場合及び
そのおそれがある場合に際し、迅速かつ適切な対応を行う
ことを目的として、「流動性危機時対応規定」を定め、「警
戒時」、「流動性危機時」に分けた事態を想定し、適時適切
な対応を取ることができる態勢を整備しております。
流動性リスク管理部署（市場国際部）は、日次、月次な

どの資金繰り予想を行うとともに、十分な流動性準備を確
保するなど、運用・調達構造に即した適切かつ安定的な資
金繰りを実施しております。また、流動性リスクに影響を
及ぼすと考えられる内生的・外生的要因を特定し、流動性
リスクの状況の把握、分析、評価、モニタリングを実施し
ております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、一定の前提条件等を採用しているた

め、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なること
もあります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとお

りであります。なお、市場価格のない株式等及び組合出資金
は、次表には含めておりません（（注１）参照）。また、現金預
け金、コールローン及び買入手形、買入金銭債権、外国為替
（資産・負債）、コールマネー及び売渡手形は、短期間で決済さ
れるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略して
おります。

（単位：百万円）
連結貸借
対照表計上額 時価 差額

（1）有価証券
満期保有目的の債券 230,675 227,586 △3,088
その他有価証券 813,167 813,167 ―

（2）貸出金 3,688,724
貸倒引当金（＊１） △20,965

3,667,758 3,606,868 △60,890
資産計 4,711,601 4,647,622 △63,979

（1）預金 4,744,569 4,744,438 △130
（2）譲渡性預金 114,952 115,026 73
（3）借用金 469,761 468,669 △1,091

負債計 5,329,283 5,328,134 △1,148
デリバティブ取引（＊２）
ヘッジ会計が適用されていないもの 1,265 1,265 ―
ヘッジ会計が適用されているもの (807) (807) ―
デリバティブ取引計 458 458 ―

（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金
を控除しております。

（＊２）その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を
一括して表示しております。
デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は
純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に
ついては、（ ）で表示しております。

（＊３）重要性が乏しい科目については、記載を省略しており
ます。

（注１）市場価格のない株式等及び組合出資金の連結貸借対照
表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報の
「その他有価証券」には含まれておりません。

（単位：百万円）
非上場株式（＊１）（＊２） 2,777
組合出資金等（＊３）（＊４） 8,559
（＊１）非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関

する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 2020
年３月31日）第５項に基づき、時価開示の対象とはし
ておりません。

（＊２）当連結会計年度において、非上場株式について１百万
円減損処理を行っております。

（＊３）組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準
の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年
６月17日）第24-16項に基づき、時価開示の対象とは
しておりません。

（＊４）当連結会計年度において、組合出資金について37百万
円減損処理を行っております。

（注２）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償
還予定額

（単位：百万円）

１年以内 １年超
３年以内

３年超
５年以内

５年超
７年以内

７年超
10年以内 10年超

有価証券
満期保有目的の債券 110,657 120,248 ― ― ― ―
うち国 債 109,000 ― ― ― ― ―
地方債 1,554 90,068 ― ― ― ―
社 債 103 30,180 ― ― ― ―

その他有価証券の
うち満期があるもの 91,258 202,471 155,834 124,246 48,256 37,799

うち国 債 ― 72,500 9,500 ― 500 ―
地方債 4,368 56,924 95,515 82,375 11,212 19,597
社 債 5,325 25,107 48,708 22,758 3,510 13,249
その他 81,564 47,939 2,110 19,112 33,033 4,952

貸出金（＊） 1,449,410 627,303 516,058 263,364 247,609 537,906
合 計 1,651,326 950,023 671,892 387,610 295,866 575,706

（＊）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対
する債権等、償還予定額が見込めないもの36,551百万
円、期間の定めのないもの10,519百万円は含めておりま
せん。

（注３）借用金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済
予定額

（単位：百万円）

１年以内 １年超
３年以内

３年超
５年以内

５年超
７年以内

７年超
10年以内 10年超

預金（＊） 4,551,229 165,533 25,909 244 1,652 ―
譲渡性預金 114,952 ― ― ― ― ―
借用金 323,023 141,850 3,993 227 334 331
合 計 4,989,205 307,384 29,902 471 1,987 331

（＊）預金のうち、要求払預金については、「１年以内」に含め
て開示しております。

3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察

可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類して
おります。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプット

のうち、活発な市場において形成される
当該時価の算定の対象となる資産又は負
債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、
レベル１のインプット以外の時価の算定
に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプッ
トを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用し
ている場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベ
ルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに
時価を分類しております。
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（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：百万円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券
その他
有価証券
国債 80,633 ― ― 80,633
地方債 ― 246,069 ― 246,069
社債 ― 94,728 14,076 108,804
株式 170,464 ― ― 170,464
その他 11,846 184,823 10,405 207,075
資産計 262,943 525,621 24,482 813,047

デリバティブ取引
金利関連 ― 507 ― 507
通貨関連 ― △48 ― △48
デリバティブ
取引計 ― 458 ― 458

（＊）基準価額を時価とみなす取扱いを適用している投資信託
（連結貸借対照表計上額：119百万円）について、時価の
レベルごとの内訳等に関する事項を注記しておりません。

（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金
融商品

（単位：百万円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券
満期保有
目的の債券
国債 108,682 ― ― 108,682
地方債 ― 89,438 ― 89,438
社債 ― 29,465 ― 29,465

貸出金 ― ― 3,606,868 3,606,868
資産計 108,682 118,903 3,606,868 3,834,454

預金 ― 4,744,438 ― 4,744,438
譲渡性預金 ― 115,026 ― 115,026
借用金 ― 468,669 ― 468,669
負債計 ― 5,328,134 ― 5,328,134

（注１）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るイ
ンプットの説明

資産
有価証券
有価証券については、活発な市場における無調整の相場

価格を利用できるものはレベル１の時価に分類しておりま
す。主に上場株式や国債がこれに含まれます。
公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発で

ない場合にはレベル２の時価に分類しております。主に地
方債、社債がこれに含まれます。また、市場における取引
価格が存在しない投資信託について、解約又は買戻請求に
関して市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重
要な制限がない場合には基準価額を時価とし、レベル２の
時価に分類しております。
相場価格が入手できない場合には、ブローカー等の第三

者から入手した評価価格又は将来キャッシュ・フローの現
在価値技法などの評価技法を用いて時価を算定しておりま
す。評価にあたっては観察可能なインプットを最大限利用
しており、インプットにはＴＩＢＯＲ、国債利回り、ＳＷ
ＡＰレート、信用スプレッド等が含まれます。算定に当た
り重要な観察できないインプットを用いている場合には、
レベル３の時価に分類しております。

自行保証付私募債は、内部格付、期間に基づく区分ごと
に、元利金の合計額を同様の起債を行った場合に想定され
る利率で割り引いて時価を算定しており、当該割引率が観
察不能であることからレベル３の時価に分類しておりま
す。
貸出金
貸出金については、貸出金の種類及び内部格付、期間に

基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を行
った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定してお
り、当該割引率が観察不能であることからレベル３の時価
に分類しております。また、破綻先、実質破綻先及び破綻
懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・
フローの現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に
基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算
日における連結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当
金計上額を控除した金額に近似していることから、当該価
額を時価としており、レベル３の時価に分類しておりま
す。
貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなど

の特性により、返済期限を設けていないものについては、
返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近
似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価として
おり、レベル３の時価に分類しております。

負債
預金、及び譲渡性預金
要求払預金については、連結決算日に要求された場合の

支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、定
期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャ
ッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定しておりま
す。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する
利率を用いております。なお、預入期間が短期間（６ヵ月
以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額を時価としております。当該時価はレベ
ル２の時価に分類しております。
借用金
借用金については、一定の期間ごとに区分した当該借用

金の元利金の合計額を、同様の借入において想定される利
率で割り引いて現在価値を算定しております。このうち、
変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、ま
た、当行及び連結子会社の信用状態は実行後大きく異なっ
ていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考え
られるため、当該帳簿価額を時価としております。なお、
約定期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額
と近似していることから、当該帳簿価額を時価としており
ます。当該時価はレベル２の時価に分類しております。

デリバティブ取引
取引所取引については、活発な市場における無調整の相場

価格を利用できるものはレベル１の時価に分類しておりま
す。
店頭取引については、金利や為替レート、ボラティリティ

等のインプットを用いて、現在価値技法やオプション価格計
算モデル等の評価技法を利用して時価を算定しております。
また、取引相手の信用リスク及び当行自身の信用リスクに基
づく価格調整を行っております。観察できないインプットを
用いていない又はその影響が重要でない場合はレベル２の時
価に分類しており、重要な観察できないインプットを用いて
いる場合はレベル３の時価に分類しております。
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（注２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品のうち
レベル３の時価に関する情報

（1）重要な観察できないインプットに関する定量的情報

区分 評価技法
重要な観察
できない
インプット

インプットの
範囲

インプットの
加重平均

有価証券
その他有価証券
私募債 現在価値

技法
信用

スプレッド
0.03％―
0.09％ 0.05％

（2）期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識し
た評価損益 （単位：百万円）

期首
残高

当期の損益又は
その他の包括利益

購入、
売却、
発行
及び
決済の
純額

レベル
３の
時価
への
振替
（＊３）

レベル
３の
時価
からの
振替
（＊４）

期末
残高

当期の
損益に
計上し
た額の
うち連
結貸借
対照表
日にお
いて保
有する
金融資
産及び
金融負
債の評
価損益
（＊１）

損益に
計上
（＊１）

その他
の包括
利益に
計上
（＊２）

有価証券

その他有価証券

私募債 18,444 ― △131 △4,236 ― ― 14,076 ―

仕組債 9,828 ― 577 ― ― ― 10,405 ―

（＊１）連結損益計算書の「その他業務収益」及び「その他業
務費用」に含まれております。

（＊２）連結包括利益計算書の「その他の包括利益」の「その
他有価証券評価差額金」に含まれております。

（＊３）レベル２の時価からレベル３の時価への振替であり、
当連結会計年度中は該当ありません。

（＊４）レベル３の時価からレベル２の時価への振替であり、
当連結会計年度中は該当ありません。

（3）時価の評価プロセスの説明
当行グループはリスク管理部署及びミドル部門にて時価

の算定に関する方針及び手続を定めており、これに沿って
フロント部門が時価評価モデルを策定しております。バッ
ク部門にて算定された時価は、ミドル部門にて、時価評価
モデル及びインプットの妥当性並びに時価のレベルの分類
の適切性を検証しております。検証結果は毎期リスク管理
部署に報告され、時価の算定方針及び手続に関する適切性
が確保されております。
時価評価モデルには、観察可能なデータを可能な限り活

用しております。また、第三者から入手した相場価格を利
用する場合においては、観察可能なインプットを用いて、
当行グループにて再計算した結果と比較等を行い、価格の
妥当性を検証しております。

（4）重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価
に対する影響に関する説明

信用スプレッド
信用スプレッドは、私募債のクーポンレートに含まれる

上乗せ金利であり、過去１年間の発行実績をもとに算定し
た推定値であります。信用スプレッドの大幅な上昇（低下）
は、時価の著しい低下（上昇）を生じさせます。

（退職給付関係）
1. 採用している退職給付制度の概要

当行は確定給付型の制度として、規約型確定給付企業年金
制度、退職一時金制度を設けており、従業員の退職等に際し
て割増退職金を支払う場合があります。なお、当行は退職給
付信託を設定しております。
連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度、

確定拠出型の制度として確定拠出年金制度を設けております。
なお、連結子会社の退職一時金制度は、簡便法により退職給
付に係る負債及び退職給付費用を計算しております。

2. 確定給付制度
（1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
退職給付債務の期首残高 43,303百万円
勤務費用（注） 971百万円
利息費用 867百万円
数理計算上の差異の発生額 △3,645百万円
退職給付の支払額 △2,254百万円
過去勤務費用の発生額 ―百万円

退職給付債務の期末残高 39,242百万円
（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、

一括して「勤務費用」に含めて計上しております。
（2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表
年金資産の期首残高 78,405百万円
期待運用収益 1,356百万円
数理計算上の差異の発生額 17,932百万円
事業主からの拠出額 703百万円
退職給付の支払額 △1,534百万円

年金資産の期末残高 96,863百万円
（3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表

に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資
産の調整表

積立型制度の退職給付債務 39,242百万円
年金資産 △96,863百万円

△57,621百万円
非積立型制度の退職給付債務 ―百万円
連結貸借対照表に計上された
負債と資産の純額 △57,621百万円

退職給付に係る負債 272百万円
退職給付に係る資産 △57,893百万円
連結貸借対照表に計上された
負債と資産の純額 △57,621百万円

（4）退職給付費用及びその内訳項目の金額
勤務費用（注） 971百万円
利息費用 867百万円
期待運用収益 △1,356百万円
数理計算上の差異の費用処理額 △1,668百万円
過去勤務費用の費用処理額 ―百万円
確定給付制度に係る退職給付費用 △1,185百万円
（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、

一括して「勤務費用」に含めて計上しております。
（5）退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（法人税等及び税
効果控除前）の内訳は次のとおりであります。
数理計算上の差異 19,909百万円

合計 19,909百万円
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（6）退職給付に係る調整累計額
退職給付に係る調整累計額に計上した項目（法人税等及

び税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。
未認識数理計算上の差異 38,510百万円

合計 38,510百万円
（7）年金資産に関する事項
①年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとお
りであります。

債券 10.6％
株式 48.2％
生命保険一般勘定 16.6％
その他 24.6％

合計 100.0％
（注）年金資産合計には、企業年金制度に対して設定した

退職給付信託が23.7％、退職一時金制度に対して設
定した退職給付信託が27.8％含まれております。

②長期期待運用収益率の設定方法
年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及

び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多様
な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮
しております。

（8）数理計算上の計算基礎に関する事項
主要な数理計算上の計算基礎

割引率 2.97％
長期期待運用収益率 主に2.00％〜3.00％
予想昇給率 3.22％

3. 確定拠出制度
連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は５百万円であり

ます。

（ストック・オプション等関係）
1. ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

該当事項はありません。

2. ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況
（1）ストック・オプションの内容

2015年
ストック・オプション

2016年
ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当行の取締役（社外取締役を除く）９名
当行の取締役
（社外取締役を除く）８名

株式の種類別のストック・
オプションの数（注）

普通株式
9,430株

普通株式
13,770株

付与日 2015年７月24日 2016年７月26日
権利確定条件 権利確定条件は定めていない 同左
対象勤務期間 対象勤務期間は定めていない 同左
権利行使期間 2015年７月25日から

2045年７月24日まで
2016年７月27日から
2046年７月26日まで

（注）2018年10月１日付株式併合（10株につき１株の割合）
による併合後の株式数に換算して記載しております。ま
た、2026年４月１日付で株式分割（１株につき４株の割
合）を行っておりますが、当該注記に記載している事項
は、株式分割前の株式数を基準としております。

（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況
当連結会計年度（2026年３月期）において存在したスト

ック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数
については、株式数に換算して記載しております。
①ストック・オプションの数

2015年
ストック・オプション

2016年
ストック・オプション

権利確定前（株）
前連結会計年度末 860 1,840
付与 ― ―
失効 ― ―
権利確定 ― ―
未確定残 860 1,840

権利確定後（株）
前連結会計年度末 ― ―
権利確定 ― ―
権利行使 ― ―
失効 ― ―
未行使残 ― ―

（注）2018年10月１日付株式併合（10株につき１株の割合）
による併合後の株式数に換算して記載しております。ま
た、2026年４月１日付で株式分割（１株につき４株の割
合）を行っておりますが、当該注記に記載している事項
は、株式分割前の株式数を基準としております。

②単価情報
2015年

ストック・オプション
2016年

ストック・オプション
権利行使価格 １株当たり 1円 １株当たり 1円
行使時平均株価 ― ―
付与日における
公正な評価単価 １株当たり 4,090円 １株当たり 2,850円

（注）2018年10月１日付株式併合（10株につき１株の割合）
による併合後の価格に換算して記載しております。また、
2026年４月１日付で株式分割（１株につき４株の割合）
を行っておりますが、当該注記に記載している事項は、
株式分割前の株式数を基準としております。

3. ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法
当連結会計年度において付与されたストック・オプション

はありません。

4. ストック・オプションの権利確定数の見積方法
基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難である

ため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しております。

（収益認識関係）
顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）
区分 当連結会計年度

経常収益 108,556
うち役務取引等収益 13,847
為替業務 3,033
預金・貸出業務 3,028
証券関連業務 1,796
保証業務 306
代理業務 85
その他業務 5,597

（注）上表には、企業会計基準第10号「金融商品に関する会計
基準」に基づく収益も含んでおります。
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（重要な後発事象）
（株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更）
当行は、2026年２月27日開催の取締役会の決議に基づき、

2026年４月１日付で株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変
更を行っております。
1. 株式分割について
（1）株式分割の目的

株式分割により、当行株式の投資単位当たりの金額（最
低投資金額）を引き下げ、投資家の皆さまが投資しやすい
環境を整えることで、株式の流動性の向上と投資家層のさ
らなる拡大を図ることを目的としております。

（2）株式分割の概要
①分割の方法
2026年３月31日（火）を基準日として、同日最終の株

主名簿に記載又は記録された株主の所有する普通株式を、
１株につき４株の割合をもって分割しております。
なお、今回の株式分割に際して、資本金の額に変更はあ

りません。
②分割により増加する株式数
株式分割前の発行済株式総数 28,630,000株
今回の株式分割により増加する株式数 85,890,000株
株式分割後の発行済株式総数 114,520,000株
株式分割後の発行可能株式総数 350,000,000株

③株式分割の日程
基準日公告日 2026年３月12日（木）
基準日 2026年３月31日（火）
効力発生日 2026年４月 １日（水）

④１株当たり情報に及ぼす影響
１株当たり情報に及ぼす影響については、「（１株当たり

情報）」に記載しております。

2. 株式分割に伴う定款の一部変更
（1）変更の理由

今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に
基づき、2026年４月１日（水）をもって、当行定款第６条
に定める発行可能株式総数を変更いたしました。

（2）変更内容
（下線部分は変更箇所を示しております）

変更前 変更後
（発行可能株式総数）
第６条 当銀行の発行可能株式

総数は、9,930万株と
する。

（発行可能株式総数）
第６条 当銀行の発行可能株式

総数は、3億5,000万
株とする。

（3）変更の日程
取締役会決議日 2026年２月27日（金）
効力発生日 2026年４月 １日（水）

（従業員持株会向け譲渡制限付株式インセンティブとしての自
己株式の処分）
当行は、2026年５月12日開催の取締役会において、従業員

持株会向け譲渡制限付株式インセンティブ制度（以下「本制度」
といいます。）の導入及び本制度に基づき、下記のとおり、百十
四銀行従業員持株会（以下「本持株会」といいます。）を割当予
定先として、譲渡制限付株式としての自己株式の処分（以下
「本自己株式処分」又は「処分」といいます。）を行うことにつ
いて決議いたしました。
1. 処分の概要
（1）処分期日 2026年８月５日
（2）処分する株式の種類及び数 当行普通株式 162,581株（注）
（3）処分価額 １株につき2,397円
（4）処分総額 389,706,657円（注）

（5）処分方法(割当予定先）

第三者割当の方法により、本持株会から
引受けの申込みがされることを条件とし
て、上記（2）に記載の処分する株式の
数の範囲で本持株会が定めた申込み株式
の数を本持株会に対して割り当てます
（当該割り当てた数が処分する株式の数
となります。）。
(百十四銀行従業員持株会 162,581株)
なお、各対象従業員（以下に定義しま
す。）からの付与株式数の一部申し込み
は受け付けないものとします。

（6）その他
本自己株式処分については、金融商品取
引法に基づく臨時報告書を提出しており
ます。

（注）「処分する株式の数」及び「処分総額」は、本制度の適用
対象となり得る最大人数である当行の従業員2,017人に
対して、譲渡制限付株式として付与するものと仮定して
算出したものであり、実際に処分する株式の数及び処分
総額は、本持株会未加入者への入会プロモーションや本
持株会の会員への本制度に対する同意確認が終了した後
の、本制度に同意する当行の従業員 （以下「対象従業
員」といいます。）の数（最大2,017名）及び当行が定め
る従業員等級に応じて規定する１名当たりの付与株式数
（パターンA：最大607名125株、パターンB：最大688
名83株、パターンC：最大722名41株）に応じて確定し
ます。具体的には、上記（5）に記載のとおり、本持株会
が定めた申込み株式の数が「処分する株式の数」となり、
当該数に１株当たりの処分価額を乗じた額が「処分総額」
となります。
また、当行は2026年４月１日付で普通株式１株につき４
株の割合で株式分割を実施しており、上記は株式分割後
の株式数で記載しております。

2. 処分の目的及び理由
当行は、2026年５月12日開催の取締役会において、本持

株会に加入する当行の従業員のうち、対象従業員に対し、対
象従業員の福利厚生の増進策として、本持株会を通じて、当
行が発行又は処分する当行普通株式を譲渡制限付株式として
取得させる機会を創出することによって、対象従業員の財産
形成の一助とすることに加えて、当行の企業価値の持続的な
向上を図るインセンティブを対象従業員に与えるとともに、
対象従業員が当行の株主との一層の価値共有を進めることを
目的とした本制度を導入することを決議いたしました。
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【セグメント情報】
1.報告セグメントの概要

当行グループの報告セグメントは、当行グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源
の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。
当行グループは、銀行業務を中心に、連結子会社においてリース業務をはじめとする金融サービスに係わる事業を行っており、当

行及び企業集団を構成する個々の連結子会社がそれぞれ事業計画等を立案し、事業活動を展開しております。
したがって、当行グループは、当行及び個々の連結子会社を基礎とした業務別のセグメントから構成されており、「銀行業」及び

「リース業」の２つを報告セグメントとしております。なお、「銀行業」は、預金業務、貸出業務、有価証券投資業務、為替業務等を
行い、「リース業」は、連結子会社の百十四リース株式会社において、リース業務等を行っております。

2.報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法
報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記載と同一であ

ります。
なお、報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。
セグメント間の内部経常収益は、第三者間取引価格に基づいております。

3.報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報
前連結会計年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで） （単位：百万円）

報告セグメント
その他 合計 調整額 連結財務諸表

計上額銀行業 リース業 計
経常収益
外部顧客に対する経常収益 80,853 6,982 87,836 2,170 90,007 ― 90,007
セグメント間の内部経常収益 527 487 1,015 3,521 4,536 △ 4,536 ―

計 81,381 7,469 88,851 5,692 94,543 △ 4,536 90,007
セグメント利益 18,517 280 18,798 1,550 20,348 △ 437 19,910
セグメント資産 5,731,563 29,791 5,761,355 25,243 5,786,598 △ 33,015 5,753,583
セグメント負債 5,421,666 24,084 5,445,750 9,684 5,455,434 △ 30,125 5,425,309
その他の項目
減価償却費 2,416 169 2,586 305 2,892 44 2,936
資金運用収益 56,185 267 56,453 92 56,545 △ 525 56,019
資金調達費用 14,215 108 14,324 20 14,344 △ 111 14,233
特別利益 73 30 104 ― 104 △ 13 91
（固定資産処分益） 4 30 34 ― 34 △ 13 21
（国庫補助金受贈益） 69 ― 69 ― 69 ― 69
特別損失 453 ― 453 11 464 ― 464
（固定資産処分損） 125 ― 125 11 136 ― 136
（減損損失） 259 ― 259 ― 259 ― 259
（固定資産圧縮損） 69 ― 69 ― 69 ― 69
税金費用 5,265 75 5,340 497 5,838 △ 1 5,836
有形固定資産及び無形固定資産の増加額 3,756 0 3,757 304 4,061 97 4,158

（注）1.一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。また、差異調整につきましては、経常収益と連結損益計算書の経常収益計上額との差異について記載
しております。

2.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、クレジットカード業及び信用保証業等を含んでおります。
3.「セグメント利益」「セグメント資産」「セグメント負債」「減価償却費」「資金運用収益」「資金調達費用」「特別利益」「税金費用」「有形固定資産及び無形固定資産の増加
額」の調整額は、主にセグメント間取引消去であります。

4.セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで） （単位：百万円）

報告セグメント
その他 合計 調整額 連結財務諸表

計上額銀行業 リース業 計
経常収益
外部顧客に対する経常収益 99,000 7,467 106,467 2,088 108,556 ― 108,556
セグメント間の内部経常収益 591 499 1,090 3,653 4,744 △ 4,744 ―

計 99,591 7,966 107,558 5,741 113,300 △ 4,744 108,556
セグメント利益 27,687 417 28,104 1,522 29,627 △ 491 29,135
セグメント資産 5,822,240 34,876 5,857,117 26,090 5,883,207 △ 37,403 5,845,803
セグメント負債 5,457,189 28,790 5,485,979 9,921 5,495,901 △ 34,523 5,461,377
その他の項目
減価償却費 2,685 162 2,847 277 3,124 60 3,185
資金運用収益 68,338 297 68,635 129 68,765 △ 674 68,090
資金調達費用 17,043 207 17,250 18 17,269 △ 188 17,080
特別利益 26 47 73 ― 73 △ 4 69
（固定資産処分益） 26 47 73 ― 73 △ 4 69
特別損失 443 ― 443 30 474 ― 474
（固定資産処分損） 156 ― 156 30 187 ― 187
（減損損失） 286 ― 286 ― 286 ― 286
税金費用 9,261 104 9,366 500 9,866 7 9,873
有形固定資産及び無形固定資産の増加額 4,449 0 4,449 341 4,791 137 4,929

（注）1.一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。また、差異調整につきましては、経常収益と連結損益計算書の経常収益計上額との差異について記載
しております。

2.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、クレジットカード業及び信用保証業等を含んでおります。
3.「セグメント利益」「セグメント資産」「セグメント負債」「減価償却費」「資金運用収益」「資金調達費用」「特別利益」「税金費用」「有形固定資産及び無形固定資産の増加
額」の調整額は、主にセグメント間取引消去であります。

4.セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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【関連情報】
前連結会計年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
1.サービスごとの情報 （単位：百万円）

貸出業務 有価証券投資業務 リース業務 その他 合計

外部顧客に対する経常収益 42,425 21,188 6,982 19,411 90,007

（注）一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

2.地域ごとの情報
（1）経常収益

当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額が連結損益計算書の経常収益の90％を超えるため、記載を
省略しております。

（2）有形固定資産
当行グループは、本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。

3.主要な顧客ごとの情報
特定の顧客に対する経常収益で連結損益計算書の経常収益の10％以上を占めるものがないため、記載を省略しております。

当連結会計年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで）
1.サービスごとの情報 （単位：百万円）

貸出業務 有価証券投資業務 リース業務 その他 合計

外部顧客に対する経常収益 48,138 29,421 7,467 23,529 108,556

（注）一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

2.地域ごとの情報
（1）経常収益

当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額が連結損益計算書の経常収益の90％を超えるため、記載を
省略しております。

（2）有形固定資産
当行グループは、本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。

3.主要な顧客ごとの情報
特定の顧客に対する経常収益で連結損益計算書の経常収益の10％以上を占めるものがないため、記載を省略しております。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】
前連結会計年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで） （単位：百万円）

報告セグメント
その他 合計

銀行業 リース業 計
減損損失 259 ― 259 ― 259

当連結会計年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで） （単位：百万円）

報告セグメント
その他 合計

銀行業 リース業 計
減損損失 286 ― 286 ― 286

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】
該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】
該当事項はありません。
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金融再生法開示債権及びリスク管理債権 （単位：百万円）

前連結会計年度（2025年3月31日） 当連結会計年度（2026年3月31日）
破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 4,885 （0.13%） 4,801 （0.12%）
危険債権額 25,477 （0.71%） 31,842 （0.85%）
要管理債権額 17,306 （0.48%） 13,908 （0.37%）
三月以上延滞債権額 151 （0.00%） 266 （0.00%）
貸出条件緩和債権額 17,155 （0.48%） 13,641 （0.36%）

小計額 47,670 （1.34%） 50,552 （1.35%）
正常債権額 3,498,792 （98.65%） 3,675,695 （98.64%）

合 計 額 3,546,462 （100.00％） 3,726,248 （100.00％）
（注）（ ）内は貸出金の連結会計年度末残高に対する割合であります。


